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Abstract
 Yamada (2013, 2014, 2015, 2016, 2017, 2018) argued where the equilibrium of every 
good and service exists and that it is difficult to find. They argued also that while 
the principal role/function of money is in facilitating the deal of goods and services, 
money would have much wider functions to cope with both longevity of consumers 
and producer/firms and uncertainty originated in their economic decisions and 
behaviors. The present paper considers what these findings imply to economics, 
and also how it should be when reviewing the present state of economics fails to 
understand economic behaviors/movements and thus lacks to find appropriate 
prescriptions to various economic problems.
１．はじめに

















































































































































































































































































































し，また，経済理論の通常の方法に従い需要を D，供給を S で表すと，両
者の均衡は次のように等式で表現される，
 D = S
ここで，需要および供給が共通の変数（これを x とする）に依存する関数
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とすると，これは次のようになる，
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号でそれぞれ p, A, ε, E で表そう。これらを需要側・供給側に区別する場合
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右肩に D または S を付し，さらにそれが予測・期待であることを強調する
時は同様に右肩に e を付し，期間の区別については右下に t 等を付して区別
する。すなわち，これら需給に影響する要因については pteD, pteS, AtD, AtS, 
εtD, εtS, EteD, EteS 等である。この表記を用い，需要および供給の上記の主要
な要因・変数への依存関係を表すと，次のように示されよう，
 Dt (pteD; ∇At-1D; εtD; EteD), （1）












を MCD, MSD で表すと，上記と同じ依存関係が考えられるから，それぞれ次
のように表されよう，
 MtCD (pteD; ∇At-1D; εtD; EteD),  （3）
 MtSD (pteS; ∇At-1S; εtS; EteS) （4）
ただし，上記の∇At-1CD および∇At-1SD の中に消費者および生産者の t-1期の貨
幣保有で今期（t 期）に持ち越された量・額∇Mt-1CD および∇Mt-1SD が含まれ
ていると考えよう。
　さらに，前節で見たように貨幣需要を取引需要，継続取引需要，対不確実



































することとし，同主体の要素供給を LS，同価格を w で表し，さらに資産に
ついてもその売却が考えられるから，同価格を pAD で表すと，消費主体の収
入・支出間に次の関係が成立する，
 ptDt (peD; ∇At-1D; εtD; EeD) + MtCD (peD; ∇At-1D; εtD; EeD) + ptADAtD
















 Vt + ptIIt + MtSD (peS; ∇At-1S; εtS; EeS) + ptASAtS ≦ πt + ptAS∇At-1S










行動決定の環境・状況を考えながら Dt (pteD; ∇At-1D; εtD; EteD) および St (pteS; 









































































てることであるとしても，その IS-LM 理解を与えた J. Hicks の議論にも窺
われるように，両者は同じ源を持つ，あるいは本来同じものと考えられるこ
とである。J. Hicks の IS-LM 解釈のように，マクロ理論がミクロ理論の変
















１） 山田（2015）, p. 5他。ただし，貨幣はインフレーションには弱く，大きな
インフレが恐れられるのはこのためであろう。
２） 現実の経済には税等種々の攪乱要因が存在し，均衡理論が言う Pareto 効
率な状況が存在し得ないことは明白と考えられるが，それにも拘わらずこ
のような議論が存在することも注目されよう。
３） North-Holland 社の経済学 Hardbook シリーズにおいて，ミクロ経済学












６） Hicks (1937), p. 149等を参照。
７） 野口（2017）等を参照。
８） 主要な経済学教科書（Stiglitz and Walsh, 2013a, b 他）を参照。









 　　　D (p)=S (p)
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